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はじめに
EU加盟に伴 うポーラン ド人海外出稼 ぎ労働者に関する研究は数多 くあるが (たとえば
Kaczrnarczyk[2006] [2007a].[2007b])､本稿では海外出稼ぎ労働者と国内労働市場の関係や世界
金融危機以降の環境変化なども考慮に入れてこの問題を考案したいO
最近のポーランドの海外出稼ぎ労働者の現象は,労働市場と強い関係がある｡出国の決定のメカニ
ズムと条件付けを説明する要因 (7°ノシュ要因)として､高失業率と低所得があるO-方.多くの先
進国における労働力需要の増大は.移民の受け入れの基本的な原因 (プル要因)になってきた0
2004年5月1日のポ-ランドEU加盟によって､新しい様々な制度的枠組みが形成されたOその例
として､史上初めて､ポ-ランド人はEU諸国で自由に働けるようになったO2004年5月1日からイ
ギリス､アイ)i,ランド､スウェーデン､2006年5月IElからスペイン､ポルトガル､ギリシャ､フィ
ンランド,アイスランド､2006年7月31日からイタリア､2007年5月1日からオランダで自由に労働
できるようになった｡そして2004年5月1日からは､いわゆるEU新規加盟10カ国 (ただしマルタを
除く)lにも就職ができるようになった｡さらに2007年 1月1日からは､ブルガリアとルーマニアの労
働市場にもアクセスができるようになった.最後に,2009年5月1日にデンマークとベルギーがポー
Lすなわち､2004年5月の新規加盟国であるチェコ､エストニア,キプロス､ラトビア,リトアニア,ハンガリ-､
ポーランド､スロヴェ二了とスロヴ7キ70
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ランド人に対して労働市場を開放した｡現在まで､ドイツとオーストリア2だけは就労制限を撤廃して
いない｡
ポーランドのEU加盟は､ポ-ランド人の海外出稼ぎの決定に大きな影響を与えた｡報道によると､
何百万ものポーランド人が､より良い暮らしを求めて故国を去ったとされる｡だが､このような見解
は現象の単純化だと言えるOグローバル化の下では､韓際労働力移動の決定要因はもっと複雑で流動
的である｡
本稿では､一般経済的な海外出稼ぎ労働者の現象の影響に注目する｡また､地方､人口統計､労働
市場､政策への影響を検討したいと考えるO人口移動､とりわけ海外出稼ぎは､短期間に帰国すると
想定した場合 (NewEconomicsOfLaborMlgratlOn NELMの理論に基づいて)､発展途上国に有益
な効果があり得ると考えられる.EUの地方においては､所得格差是正､貧困削減､雇用増加に､そ
して人的資本の強化にも貢献ができる可能性が高いと考えられる｡
I EUとポーランドの移民政策のヰ寺徴
まず,EUおよびポーランドの移民政策の特徴を整理する｡
ポーランドの移民政策は､EU加盟国として基本的にEUの移民政策との調和を重視している｡ポー
ランドはoEUメンバ-として第三国の国民に対して共通移民政策を導入しなければならない｡一方､
EUの移民政策は､EU｢第1の柱｣を基礎に､欧州連合の基本理念のひとつとして行われている｡こ
の理念は,｢査証､亡命､移民およびそのほかの個人の自由な移動に関する政策｣などの政策で具体化
されている｡
最初の亡命に対するEUのアプローチは､1990年のDublnConventlOn(ダブリン条約)3であった｡共
通移民政策の次のステップは､1992年のマーストリヒト粂約4であったが､一番重要な措置は1997年の
アムステルダム粂約5であった.この条約によって､シェンゲン協定は欧州連合の法として組み入れら
れた｡そしてここで､EU加盟国の国境付近での移民と人口移動 ･移転に関する情報と経験の交換の
大切さが強調されたOまた､シェンゲン協定によって､国境なきEUにおいては､諸国間での移民政
策分野の協力が重要であることが明記されたOその後､1999年にフィンランドのタンペレで開かれた
EUサミットで､移民の制限を継続することが決定された｡タンペレの会談に基づいて､欧州委員会
22011年5月以降､ドイツへの海外出稼ぎ労働者増大が予想されているOその結果､人口と労働力のさらなる流出
が予想されているC
3 15日6月1990年に宅名されたDublnConventlOnは2003年に採用されたダブリン条約に代わったo Councl
Regulat)on(EC)No343/2003
http//Cur-le∑europaeu/LexUrlServ/LexUrlServdo?url=CELEX32003RO343ENNOTAccess18082010
1 マーストリヒト条約､亡命に関する宣言 (TreatyonEuropeanUnlOnDeclaratlOnOnAsylum) htp//eur-leょ
europaeu/en/treaties/dat/11992M/htm/11992Mhtml#0108000051Access18082010
5 7ムステルダム条約､第4準､61-69条､AmsterdamTreaty.TltユelV.ArtlC)e61-69.http//巴ur-1exeuropa
eu/elユ/treatleS/dat/11997E/htm/11997Ehtml#0173010078Access18082010
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は次の規則を決定した
･ 移民家族の再会に関する規則
･ EU市民の身分
･ EUの労働市場への第三国民の就職活動の規則
･ 学生と海外出稼ぎ労働者のEU流入に関する規則
･ 亡命政策
･ 差別化の闘い
･ 第三国民に対して社会保障制度供与
そして､経済と人口学的課題に関して､移民は未来のEU労働市場のニーズにつながると評価して
いる60
現在､EUは少子高齢化の傾向を示しており,将来のEU経済の成長と福祉社会を支えるためには､
2005年から2025年間で､ヨーロッパ全体として毎年130万人の労働力を吸収すべきであると考えられる
(Muenez.Ralner[2007],pplO111)0
ポーランドは､1990年代初頭に､亡命 ･難民のシステムを策定し､国境瞥備隊を特に旧ソ連と国境
に配置した02000年からの移民政策において最も重要な問題は､送迎者､難民､不法入国者､出稼ぎ
労働者という問題である.また､この分野にアキ.コミュノテール (AcqulSCOm mu〃autalre)を適用
することも重要な課題である｡総じて､後ろ向きの移民政策 (移民に対する差別感の排除など)から､
積極的政策 (長期的視野に立った効果的移民管理)への転換が大きな課題であるO現在､海外出稼ぎ
労働者の帰E]への支接7､外国に居住しているポーランド人とのコンタクト維持､外国でポーランドの
プロモーション活動､学生の留学 就労支按などの政策が準備されている｡
Ⅱ ポーランドの人口移動､他国への移民､海外出稼ぎ労働者の特徴
それでは具体的に､ポーランド人の海外出稼ぎ労働者の特徴について統計分析してみよう｡
まず第1の特徴は､ポーランドでは人口流出が流入を上回っていることである｡1980年から1989年
までおよそ110万-120万人が2カ月以上 (1年間以内)国を離れた｡1989年は､記録的な人口移動の
年であったS｡しかし､1989年の体制転換とそれに伴う自由化は､統計上人口流出を増加させなかった｡
逆に､海外出稼ぎ労働者の数は減り､一方で数週間の短期滞在のための国外移動が増えたC登録デ-
夕 (danereleStrOWe､ポーランドの人口移動の公式統計)によれば､1990年から2004年までの人口流
出は33万人に達した｡ポーランドがEUに加盟した2004年には､ほぼ19.000人が国を離れたが､これは
6 http//europaeu/)eglSlatlOn_SummarleS/Other/clO61Lenhtm Access20082010
7portalwwwpowrotygovpl労働 社会政策省の支援として､人材紹介会社､帰国前の必要な手続き､外国税額
控除額等の分野で援助を提供する.
aNationalPopulat10nandHouslngCensusasof20May20021nGUSl2002]
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2003年と比べて2,000人の減少であった｡
しかしながら､データに見る1990年以降の人口流出の減少は､統計基準の変更によるものである｡つ
まり､新しいポーランドの人口移動の公式統計は､外国に定住する目的で出国し､かつ居住地から登
録抹消を行った者だけを移民として認定するからである.データの違いとデータ不足の理由で､人口
移動の研究は困難を強いられている｡
ポーランド中央統計局 (Gr6wnyUrzadStatystycznyGUS)の2007年1月1日のデータによると､
ポーランドの人口は3,820万人であり､195万人が外剛こ2カ月以上滞在していた (GUS[2008a])oま
た,2007年12月31日には､227万人が外国に滞在していて､2004年5月1日から2007年12月31日までの
正味の人口流出は127万人のレベルに逢した(非公式の推定ではこの人数は300万人の水準だった)｡一
万､2008年初頭の中央統計局による人口流入の統計研究によれば､EU加盟以降から2008年第1四半
期までのポーランドへの移民数は1万人強であった (うち､ウクライナ人266%､ベラルーシ人92%､
中国人42%であった)(GUS[2008b])0
第2の特徴は､海外短期滞在者の増加である｡残念ながら､海外への人口移動の中で海外出稼ぎ労
働者がどの程度の割合を占めるか､また何人が2004年5月1E】以前に外国に滞在していたかについて､
正確に把揺する方法はないOしかしながら､いくつかの参考になるデータを拾い出すことはできる｡国
民経済活動調査 (BadanlaAktywno畠cIEkonomlCZneJLudno畠cIBAEL)のデータによれば､1994年
第2四半期から2005年第2四半期までの間に､2カ月以上外国に居住するポーランド人の数は10-30
万人の水準と推定されているOまた､2004年5月1El以降､1998年から続いていたポーランド人の人
口移動が活発になったことが観察できる (図1)oEU加盟以降､外国の短期滞在者数は2003年比でほ
ほ20%増加､また2002年比でおよそ50%増加したOまた､12カ月以内外匡=こ滞在する人々のシェアも
上昇した｡2004年以降､EU労働市場の開放によって､12カ月以内の短期滞在の人口移動が目立つよ
うになった (図2)(GUS[2008a])o
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図1 外国における居住期間別に見たポーランド人海外出稼ぎ労働者数 (千人)
出所 Kaczmarczyk[2006]を基礎に聾者作成.
図2 受入国別に見た短期間 (2カ月以上)外国に居住するポーランド人永住音数 (千人)
2000-2006年の第2四半期
4500321
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出所 Kaczmarczyk[2007C]を基礎に筆者作成｡
ただし､BAELの資料には､外国に滞在する人々の中で2カ月以下滞在の者が算入されておらず､こ
れらを加えるとかなりの数になると推測される｡短期滞在者のデータは､管轄の政府部局が保有して
いるO例えば､労働 ･社会政策省 (MlnlSterStWOPracy1PoltyklSporeczneJ)では､二国間協定の下
で､35-40万人が外国で合法的に就労しているとしている｡一番重要な海外出稼ぎ労働者のグループ
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は､1990年の協定の下で､ ドイツに就職している季節労働者のグループである｡1990年代後半に､こ
のグループの人数は22万人を超えて､2004年に32万人の水準を上回った｡ポーランドのEU加盟まで､
これらは最も重要な人口移動の流れであった9 0
2007年末において､海外への人口移動のうち227万人は短期滞在の移民であった (2004年-100万人､
2005年-145万人､2006年-195万人)｡その中で､1925万人はヨ-ロソバに居住 していた (2006年-
161万人)｡ポーランド人の短期滞在移民の過半数 (2007年一約186万人)はEU加盟国に滞在していた｡
この人数は､わずか1年間で31万人上昇したoなお､GUSの試算には､在留資格にかかわらず長期で
国外に居住する者の人数が含まれているが､季節労働者は含まれていない｡
第3の特徴は､海外出稼ぎの受入国の変化である｡ポ-ランドのEU加盟後､ポーランド人の国際
移動の行き先に新 しい傾向が見られるようになったOイギ7)ス､アイルランドとノルウェーへの移動
が顕著になって､一方､フランスとドイツが徐々に減少した (図3)0
図3 ドイツのポーランド人の季節労働者のため就労許可の数1993-2005(千)
300-
250 ●●●ー■●●一● '● ■∫..●'260,6Ll⊥ノブ `′叫
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1005 143.9136′7
出所 Kaczmarczyk[2007C]を基礎に筆者作成o
EU加盟前の2003年､イギリスに滞在 していたポーランド人の数はおよそ7万人だと予想されてい
たO労働者登録制度 (workersReglStrat10nScheme)のデータによると､2004年5月1日から2006年
12月31日の間の登録申込者数は51万人であり､その中でポーランド人は307.670人であった (表 1)a
2003-2005年の間に､ポーラン ド人に245,000件のイギ リス国民保険番号 (NatlOnalInsurance
9 h仕p//wwwmplpSgOVpL/lndexphp?gld-32Access17082009
2以)
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Numbers)が発行された10｡また､GUSによれば､2004年末にイギリスに居住 していたポーランド人
の人数は15万人､2005年末に34万人､2006年末に58万人､2007年末に69万人の水準だった｡イギリス
は､ポーランド人の短期滞在の移民先国の中で トップを記録している (GUS [2008a])｡それは､2007
年末に､2004年比で5倍に増えたことを意味 している｡
表 1 イギリスに滞在する海外からの出稼 ぎ労働者の国籍上位10カ国 (2002-2006年)
単位 千人
2002/2004 2003/2004 2004/2005 2005/2006
インド 25 インド 31.3 62.6 171.4
オーストラリア 18.9 南アフリカ 18.4 インド 32.7 インド 46
南アフリカ 18_6 オーストラリア 17_1 パキスタン 20_3 リトアニア 30.5
パキスタン 16.8 パキスタン 16.8 南アフリカ 19.3 スロヴアキア 26.4
フランス 13ー8 14 オーストラリア 16.6 南アフリカ 24
フィリピン ll_8 中国 13.3 リトアニア 15.6 オーストラリア 23.8
スペイン lL7 フランス 13ー1 フランス 13.3 ′ヾキスタン 22.3
10.3 スペイン ll.9 中国 12.6 フランス 17.2
イラク 10_1 ∩.2 ポルトガル 12.2 ラトビア 14.2
9.8 フィリピン 10.7 スロヴアキア 10.5 ドイツ 13.3
出所 Kaczmarczyk[2007b]を基礎に筆者作成O
またアイルランドでは､2004年 5月1日から2006年10月31日の間､EU8日の市民に対 し298.814件の
社会保障番号 (ThePersonaュPub】1CServICeNumber PPSNo)が発行されている｡
行先国の中で､イギリスとアイルランドは著 しく目立っている (表2)oこれまでの最大の受入国で
あった ドイツは､2006年の年末に第2位となった (2006年に450千人と2007年に490千人の短期滞在の
移民の人数の状態で).2004-2007年末の間に外国に滞在 していたポーランド人の80-90%は､経済理
由により､いまだにポーランドに戻っていない12｡
http//wwwukbahomeoflCegOVUk/worklnglntheuk/eea/wrs/ Access17082009
ポーランド､チェコ､スロヴァキ7､ハンガリ-､エストニア､ラトヴイ7､リトアニア､スロヴェ二ア｡
一方､入国移民の分野でも西ヨー ロノバをはじめとする海外からの人H流入と海外出稼ぎ労働者の流入増大が見
られるが､本稿ではこれを分析の対象としていない｡いずれにせよ､ポ-ランドの移民政財ま､こうした新しい
状況を受けて活性化すると同時に新しい課超に直面しているbとりわけ､EU加盟とシェンゲン協定加盟に伴い.
旅券法の自由化とビザなしの旅行によるポーランド人の他国への移民と熔固､出楳ぎ労働者のポ-ランドへの流
入などにこたえなければならない｡
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表2 主要な行先国別2カ月以上外国に滞在するポ-ランド人の数
行き先 2002 2α)4 2005 2006 2007
オーストリア ll 15 25 34 39
ベルギー 14 13 21 28 31
フランス 21 30 30 49 55
ドイツ 294 385 430 450 490
アイルランド 2 15 76 120 200
イタリア 39 59 70 85 87
オランダ 10 23 43 55 98
スペイン 14 26 37 44 80
スウエ-デン 6 L 17 25 27
イギリス 24 150 340 580 690
EU27 451 750 1170 1550 1860
出所 GUS[XII2008]を基礎に筆者作成｡
第4の特徴は､海外出稼ぎ労働者のプロフイ-ルとパタ-ンである｡最も頻繁に出国したポーラン
ドの海外出稼ぎ労働者には､大きく分けて2つの主要なグループがある
I 20才144才の､農村地域か小都市 (人口10万人以下)の出身で､専修学校か高等専門学校卒業
者である女性と男性｡
･ 25才-44才の､大都市 (人口10万人以上)の出身で､修士課程 同水準の教育 ･修士課程以上
の学歴がある女性と男性 (このグループは国内経済にとって重要な人的資本となっている)0
上述の通り､ポーランドの国際人口移動のパターンは新しい傾向を示 している｡このプロセスは､特
にポーランドのEU加盟後に顕著になってきているOパターン変化の特徴は表3に示 した｡
表3 人口移動パターンの変化
EU加盟後 (204年以降)
米国､ドイツへの永住目的の移民 (19世紀)
政治的理由による永住目的の移民 (1968年､1980年代)
経済的理由による永住目的の移民 (特にドイツ行き､
1979年代)
Jd&村地域からドイツへの季節労働者の移動(1990年代)
合法的に出国し､不法就労 (2004年までイギリス等の
グレー ゾーンで労働)
｢外囲で働き国内で消班｣という行動バタ-ン(ポーラ
ンドの労働市場にとって不利益)
水住を目的とした移民バク-ンの変化
金銭的理由だけでなくキャリアアップを目指した短
期的移動
EU機内外の移軸の自由化
出所 Kaczmarczyk[2006]を基礎に聾者作成｡
毎年､約100万人のポーランド人が､様々なEU加盟国で職に就いているOその中で.2年間以上外
国に滞在 している人々の約70%は､最終的には故国に戻る意思を持っている｡すなわち､以前は永住
目的で国外に出た者が多かったが,近年は一時的に収入を確保したり､キャリアアップなどを目指し
た移動が中心になってきているといえる0
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Ⅲ ポーランド経済 ･社会の地域的多様性
以下では､海外出稼ぎに関して､ポーランドの地方的特徴を分析したいD
ポーランドの空間的､人口学的動向の多様性については､様々な社会経済的要EBの相互作用という
枠組みから分析できるO人口学的動向を形成する決定要因の中で､純粋に人口学的な要因､さらには
より広益に社会要因と程済要因に分けられるO全ての変数を､空間的な影響力の範用に関して,地方
的 (local)､サブ地域的 (subreglOnal)､地域的 (reglOnal)､全国的 (national)､マクロ地域的 (forelgn､
将に欧州の全般的な)変数に分割できる.前述の経済的な決定要EBは､社会的なプロセスの基礎とし
て､人口学的動向に大きな影響を与え得る (RzadowaRadaLudnosclOWa[2008],pp13-14)0
2002-2008年の間に､ポーランドでは正の人口学的過程を形成するための好ましい経済諸条件が全
般的に形成された｡とりわけ､経済成長によって国民の生活水準は著しく向上した｡具体的には以下
のような好ましい経済諸条件が形成された
･ 1人当たりGDPはEU27の平均を100とした場合､48(2002年)から513(2005年)､537(2007
年)､575(2008年)と､6年で約10ポイント上昇した Ⅰ3.
･ 月平均-人当たりの世帯の可処分所得は､前年比で2005年に14%､2006年に85%､2007年に
86%､2008年に80%増加した (GUS [2009])O
･ 登録失業者数は､2002年の320万から､2008年の170万に約46%減少した｡失業率は､2002年の
200%から2007年10月の113%､2008年10月の88%にまで低下した (図4)(GUS[2009])O
図4 ポーランドにおける失業率､2004-2010年
単位 %
出所 http //wwwstatgovpl/gus/5840_677_PLK_HTMLhtm Access17082010を基碇に筆者作成｡
13 htp//eppeurostateceuropaeu/tgm/tabledo?pcode-tslebOIO&tab-table&1anguage=en&plugln-1&1nlt=1
Access1908209
263
EU加盟に伴うポ-ランド人労働者の城内移動分析 ジェニス アンナ マリア
同時に､2002年から2007年までの間に､次のような負の事象も観察された
･ 政府の貧困削減努力にもかかわらず､2005年に､法定貧囲レベル以下の家族の割合はまだ18%
の水準にあり,また､相対貧困レベル以下の家族の割合は18%であった (GUS[2009])O
･ 地域の経済成長格差が顕著になった｡ポ-ランドのGDPの中心を担ってきたのは､多機能都市
複合体がある地域であったO成長がこうした都市に集中した結果､地域の成長率には大きな格
差が見られるようになった (図5)0
･ 前述のとおり､海外出稼ぎ者数は著しく増加した｡
図5 地域における-人当たり総生産 (2006年)
単位 ポーランド全国-1000/o
西ポモージェ県
ヴィエル コボルスカ県
ヴァ)L,ミア ･マズール イ県
シフイエンテ イウシシュ県
シロンスク県
ポモージェ県
ポ ドラシェ県
ポ トカルパチ ェ県
オポーレ県
マゾフシ ェ県
マウォポルスカ県
ウッチ県
ルブシュ県
ルプ リン県
クヤヴィ ･ポモージ ェ県
ドルメイ ･シロンスク県
0 50 100 150 200
出所 GUS[2009b]を基礎に筆者作成0
2002年から2005年まで､より速い経済成長を達成した地域は､EU27カ国平均を100とした地域の一
人当たりの総生産水準を向上させたoたとえば､マゾ7シェ県は747から812､ヴイエ)I,コボルスカ県
は502から548､ルブシュ県は425から462､オポーレ県は391から425､ドルヌイ･シロンスク県は500
から530と､主に中央部および西部の県がポイントを伸ばした｡一方､生産性の低い北東部の地方は､
EU平均に対して水準を1ポイント以下しか上げなかった (西ポモージェ県､ポドラシェ県､クヤ
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ヴイ･ポモージェ県､ルプリン県)｡
この間､ポーランドの諸地域では､人口学的動向を形成する要田の様々な変化があった｡この変化
は､ポ-ランドの経済 .社会体制移行の結果である｡具体的には
･ 経済の再編と近代化の結果として､主導産業が交替したo規模の大きなサブ地域と中核都市は､
スクラップ アンド ビルド､設備投資が急速に進行した｡一方､周辺地域､特に農村地域と
古い工業地域の役割が縮小した｡この現象は､部分的に､EU加盟､地域開発基金 (European
ReglOnalDevelopmentFund ERDF)と他のEU基金の効果であるといえるO
･ 人口の増加は､大都市がある地域だけで起きる (マゾ7シェ県､ポモージェ県､ ヴイエルコ
ボルスカ県､マウオポルスカ県)｡
･ 地域の人口の生活水準の二分化が進んだ｡その過程で､雇用や社会の促進の機会の不平等の拡
大が見られた｡これは､国内および外国への出稼ぎのプッシュ要因 bushfactor)14 の一つに
なった｡国内の出稼ぎについては､一番魅力的なのは大都市がある地域であった｡もう一つの
問題は､高齢化の進展である (図6)｡
図6 年齢グループ別に見た地方における生産年齢人口の変化 (2008年)
(2003年の人口との比較 %)
lI
1
l
l
西ポモージェ瓜
ヴィエルコポJL,スカ児
ヴアルミ7.マズー ルイ点
シフイエンテイクシシュ県
シロンスク県
ポモージェ県
ポドラシェ児
ポトカルパテェ県
オポーレ腺
マゾフシェ頻
マウオポルス力点
ウッチ県
ルブシュ瓜
ルプリン上島
クヤヴィ.ポモージェ収
ドルヌイ･シロンスク収
+定年
J労働年齢
r未就労年齢
出所 GUS[2009a]のデ-タを基礎に韓者作成｡
l TJ-のプyシュ プルモデル｡
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Ⅳ 海外出稼ぎ労働者と国内労働市場
つづいて､ポ-ランドの労働市場と海外出稼ぎ労働者の関係について考えてみたいO
国内労働市場の低迷は､海外出稼ぎ労働のプッシュ安臥こなる.一方､海外の労働力不足は人口移
動を増進させるプル要因になるOまた､海外出稼ぎの現象は､｢失業の輸出｣という側面もあるが､個
人的には海外での経験を秩みキャリアアップにもつながる｡逆に､国内労働市場の活動減退や､職歴
や熟練度ギャップによる所得格差の原因になる可能性もあるOこのように､海外出稼ぎ労働は国内労
働市場に様々な影響を与える｡
最近数年間の海外出稼ぎの動向と国内における雇用創出の効果は､ポーランド国内の失業率の低下
に大きな影響を与えた｡その結果は､特に地方労働市場に良く見られる｡一方で､海外出稼ぎ労働の
職種と､国内労働市場における需要 (専門分野)とのミスマッチも明確になった｡つまり､海外にお
いて身につけたキャリアや技術が､国内の需要と必ずしもマッチしないということであるO結果とし
て､国内の雇用指数 (当該調査年の雇用者数を基準年の雇用者数で割った指数)が高いにも関わらず､
労働力人口比率(就業者数および求職者数の15歳以上64歳以下人口に対する比率)は低い(図7)Oポー
ランドの経済省によれば､2007年の第4四半期に15才から64才までの人口で､雇用指数は581%に適
した (EUの平均雇用指数は65%である)Qまた､EU統計局 (EUROSTAT)によれば､現在のポーラ
ンドの社会で1,550万人のポ-ランド人が就労し､1,450万人の非就労ポーランド人 (非労働人口)を支
えているO
図7 BAELに基づくポーランド労働市場の活発度 (2000-2006年)
(千人)
出所 Kaczmarczyk[2007b]を基礎に筆者作成｡
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1998年以降､ポーランド労働市場に現れたもうひとつの重要な現象は､労働力の教育レベルが次第
に高くなりつつあるということである｡外国への臨時的な人口移動 海外出稼ぎ労働者に占める高学
歴の者の割合が増加している (GUS[2004])0
労働市場の状況と海外出稼ぎ労働の相互関係は､多様である｡最近の多く観測される､高学歴労働
者の海外人口移動 海外出稼ぎは,頭脳溢出 (bralnOVerflow)と呼ばれている｡頭脳溢出は､頭脳流
出 (bl-alれdl-aln)と違って､国内需要を超えた過剰労働力があふれ出た現象と見なされる｡例として
溶接士の件を挙げられる｡グダニスク造船所とグデイこヤ造船所の人員削減の政策と低賃金はこの専
門的耽業者のためプル要因になって､逆に2008年の第-四半期に首都のワルシャワに採用通知では.港
接士は第35不足職業グループになっていた (UP[2009])｡
次の現象は頭脳浪費 (bralnWaSte)である (熟練解体-desk11ngともいわれる)O多くのポーラン
ド人海外出稼ぎ労働者は､国内で礎得した学歴､資格やキャリアを活かして働こうとするoLかし､受
入れ国の労働市場で､こうした学歴､資格やキャリアを活かして働いているのはポーランド人の40-
80%である (Kaczmarczyk.TyrowICZ [2008].pp5-7)｡逆にいえば､多くの高学歴のポーラン
ド人は､外国で資格を活用できず､自分のキャリアを活かす横会もない｡また､2001年から2004年ま
での大学新卒者にとっては､卒業の時期が不景気で､この就職氷河期において､キャリ7の形成自体
が雛しかった｡
もう一つの形態は､頭脳循環 (bralnClrCulatlOn)である｡これは簡単に言えば､高学歴労働力はよ
り高い国際流動性をもっており､この海外出稼ぎ労働者のグループは､受入れ国で自分の資格にふさ
わしい職を得やすい｡この循環は､送出し酷から受入れ国を経由して送出し国に戻るというケ-スだ
けでなく､多国間における人材の流れとなる｡特売の国にとって見れば､流出の方が大きい場合には
頭脳流出となり､逆に流入が大きい場合には別 送獲得 (bralngaln)となるo
経済がグロ-ハル化する中で､労働力の自由な移動は当然の結果であるO経済グローバル化に伴う
労働者の自由な移動によって生じた国内労働市場における不足は､労働力の逼迫による賃金上昇率に
影響を与え､結果的にポーランドとEUの間の所得水準の収束の要臥 二なっている 掴 8 )150 また､
ポーランド人海外出稼ぎ労働者の送金は国内総生産の1%強の水準で､こうした所得移転も所得平準
化にプラスの影響を与えている｡
LSポ-ランドの鰍斉省によれば､人口移動の職業の構造はポ-ランドの労働市場におけるある晩発 (特にEUの労
働市場の不足の職業)に関する常給の歪みを明らかにした｡失業率の低下､国内の諾い経済成長率,および一部
の職紫の有効労働人口の不足が､1‡金上列圧力になっている(MGt2007])｡
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図8 賃金上昇率とインフレ率の変化 (2001年1月-2CO8年11月)
(単位 前年同月比 %)
182064､ ‥ _,､卑 吐出 -ヽ
､1. 1. - ､
一一一jt金･一 .･..ィ､フレ■一■ー=
衷 39車種 ':bnbT'qQを 364箪 タ
出所 http //wwwstatgovpL/gus/5840｣630_PLK_HTMLhtm (Access 19082010).
htp //www.nbppl/homeaspx?f-/Statystyka′bazowa′bazowahtm (Access19082010)を基礎
に筆者作成｡
EU加盟したポーランドの労働市場は､2004年から労働生産性の下降傾向に直面する｡労働コスト
は高まる傾向にあったが､金融危機下では逆のトレンドがあらわれた (図9)｡それにもかかわらず､
ポーランドの労働力はEU労働市場内で競争力があって,スウェーデンやデンマークの労働コストと
比べると4倍近く安い｡EUの中で､ポーランドより労働コストが安いのはスロヴァキア､リトアニ
ア､ラトビア､ルーマニアとブルガリアである 】6｡
図9 ポーランドの労働生産性率と労働コスト上昇率 (200～2(Xか年)
伝 ′ ､､′2 ヽ ′ヽヽ 一一一第(殆生産性ノ ､一一 - 芥f持コスト
I.fi㌫ こ;2∽32
(単位 年率 %)
出所 Eurostatのデータを基礎に聾者作成｡
16htpノ/eppeurostaLeceuropa.eu/portal/page/portal/StatlStlCS/search_databaseAccess:20082010
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Ⅴ 世界金融危機後のポーランド人の海外出稼ぎ労働者の動向
最後に､世界金融危磯により､移民･海外出稼ぎ労働の流れがどう変化したかを検討してみたいOこ
れまでポーランド人海外出稼ぎ労働者を積極的に受け入れていたイギリスやアイルランドなどの受入
れ国の経済がとりわけ大きく落ち込み､一方､ポーランドでは当初懸念されていた外資逃避が心配し
ていたほど起こらず､比較的に経済的ダメージの少なかったことを重ね合わせてみれば､海外出稼ぎ
労働者がポーランドに帰国する流れが生まれてくることは想像できる｡しかしながら一方で､アイル
ランドやイギリスの社会保僚制度は整備されており､失業手当給付金などの受給権があるため17､帰
国を延期する海外出稼ぎ労働者も多いOとりわけ､学歴の低い労働力は､外国に定住してまだ国に帰
りたくないと考えている (図10)0
図10 2000年から2008年までの帰国の数
単位 千人
出所 GUS[2008b]を基礎に筆者作成｡
ビャウイス トク経済大学は､2008年12月に行なった調査で､海外出稼ぎ労働者の帰国ラノシュは予
想されないことを提示した｡このポドラシェ県出身の海外出稼ぎ労働者500人を対象にした調査の結果
によると
･ 64%の回答者は2004年以降出国したo
･ 28%の回答者はイギリスかアイルランドに､20%は米国に居住している｡
･ 77%が経済的理由で出国したO
]7 おおむね1年間の受給稚利が保障されているO
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･ 55%は､もし所得が3.000-4,999ズウオティ18水準であったなら､出国しなかっただろうと考え
ている｡
･ 22%の人は､長い期間外国で働くつもりであり,うち18%の人は外国に定住するつもりである｡
･ 12%の人は､6カ月以内に国に帰るつもりである19.
イグリツカの調査によれば､金融危機の時､人口移動のダイナミックスは低下した (IglCka[2009],
p3)｡そして､この時期の海外出稼ぎ労働者の帰臥 ま､長期間の帰国ではなくて､臨時､循環的､ま
たは季節的帰国であった (表4)0
ポーランド人の海外出稼ぎ労働者が､受入国に残ることを決断する要[馴ま次の通りである
･ 金融危機が地域的に限定されたものか全般的に紙がっているか
･ 居住している国に家族 ･親族がいるか
･ 長い閣外乾に居住する意思があるか
表4 再移民により入国した国
BI 回答者数 %
イギリス 87 43.5
アイルランド 29 14.5
ドイツ 19 9.5
オランダ 18 9.0
フランス 7 3.6
イタリア 7 3.5
スウェーデン 6 3ー0
デンマーク 6 2_5
ギリシャ 4 2.0
ノルウェー 4 2_0
アメリカ 4 2.0
ベルギー 3 1_5
スペイン 3 1_5
オーストリア 1 0.5
南アフリカ 1 0.5
スイス 1 0.5
ウクライナ 1 0.5
出所 IglCka[2009]を基礎に筆者作成｡
ポーランド人海外出稼ぎ労働者が､世界金融危機下で外国での生き残りを選んだことにより､受入
国では次の間題を生み出す可能性がある
･ 外国の雇用者の下での厳しい労働条件
･ 労働市場における疎外感
lA313ズウオティ-100円｡
L9 http//WwwobserwatorlumuPpOdlaslepl/defaultaspx?docld=4476&newsld=10Access15082009
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･ 海外出稼ぎ労働者のグループの貧困レベルの深刻化
･ 仕事を失うことが怖い現地住民の外国人に対する嫌悪感m
おわりに
本稿では､ポーランド人海外出稼ぎ労働者の動向と､国内経済との関係について若干の検討を試み
た｡その結果､以下の点が明らかになった
･2004年以降､嬉期滞在型の海外出稼ぎ労働が増加したO
国内の雇用指数が増加したにも関わらず､労働力人口比率は低く､労働力需給にミスマッチが存在
している可能性があるO
･2007年の世界金融危横以降､海外出稼ぎ労働者の帰国ラッシュは起こらなかったO
過剰労働力の短期間の7,FL地 (海外出稼ぎ)は､総合的に良い結果をもたらすと考えられる.特に､失
業率の低下､人的資本の生産性の向上,競争力の強化､新しい文化 ･社会との接触､労働者の多様化､
知識の交換､海外送金などの点であるO最近では､多くの場合､出稼ぎ労働者は出稼ぎを投資と見な
している｡こうした傾向を効率的に利用するためには､帰国する労働者を地方の労働市場で効果的に
吸収することが必要であるO
体制移行期間は,ポーランドの労働市場を成熟させるために､欠かせない時期である｡EU加盟国
はポーランド人の海外出稼ぎ労働者の大量流入を恐れていた｡それにもかかわらず､ポーランド人の
労働者のため,労働市場を開放したEU諸B](特に､イギリスとアイルランド)は､結果的に受益国
になったOこれからの間掛 ま､送り出し国であるポーランドが､海外で経験を税んできた労働者を受
け入れる受け皿をどう政策的に準備していくかである｡
ポ-ランドのEU加盟は､ポーランド人をヨーロノバの人口移動システムに組み込んだ.これは､EU
およびポ-ランドの移民政策にとって新たなチャレンジであるoとりわけ､ポ-ランドにとっては､労
働力移動の動向を的確に把握し､経済政策にこれを有機的に取り込んでいくことが重要な課題である｡
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